個人情報保護に関する覚書
株式会社　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲から乙に委託する業務に関連した個人情報の取扱いに関し、下記の通り覚書（以下「本覚書」という）を締結する。
第１条（目的）
本覚書は、甲が乙に委託する業務に含まれる個人情報の適切な利用と保護を前提に、業務を遂行することを目的とする。
第２条（適用範囲）
本覚書は、甲と乙の間において、第３条で定義される個人情報が関連する現在委託されている業務、または将来委託されることのあるすべての委託業務に適用する。
第３条（個人情報の定義）
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述、または個人別に付された番号、記号、その他の符号、画像若しくは音声によって当該個人を識別できるものをいう。また、当該情報だけでは識別できないが、他の情報と容易に照合することができ、それによって当該個人を識別できるものも含む。
第４条（個人情報に関する秘密保持）
乙は甲から引渡された個人情報について、甲による事前の書面による承諾なしに、第三者に開示・漏洩してはならない。また、本覚書終了後も、秘密保持の義務を負うものとする。
第５条（個人情報取扱の責任）
乙は甲から引渡された個人情報について、本覚書終了後までその安全管理措置に関する責任を負うものとする。甲は委託する個人情報の安全管理が図られるよう、乙に対する必要、かつ、適切な監督を行う責任を担うものとする。
また、甲及び乙は、当該業務における個人情報の授受、その他個人情報の保護に関してお互いに相手からの問い合わせ・要求などに速やかに対応する為、それぞれ窓口責任者を指名の上、相手方に通知するものとする。なお、これに変更のある場合も同様とする。
第６条（個人情報の安全管理）
乙は､当該業務を遂行するに当たり、甲から委託を受けた個人情報を厳格に管理し、不正なアクセス又は、個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏洩の危険に対して、技術面及び組織面において合理的な安全対策を講ずるものとする。
第７条（目的外利用の禁止）
乙は、当該業務を遂行する為に甲から委託を受けた個人情報について、当該業務の委託目的のみに利用するものとし、それ以外の目的に利用してはならない。
第８条（複写、複製の禁止）
乙は、当該業務を遂行する為に甲から委託を受けた個人情報について、当該業務の委託契約の範囲外の複写、複製をしてはならない。
第９条（個人情報取扱状況の報告）
甲が申し入れた場合は、乙は速やかに委託を受けた個人情報の保管場所、保管方法、業務中取扱い方法等の個人情報の取扱状況に関する報告を行うこと。
第１０条（個人情報取扱状況の確認）
甲は､当該業務における個人情報の利用・管理状況について随時乙からの報告を求めることができ、また必要に応じ、乙の事業所・事務所などに立入、検査できるものとする。
　甲は、本覚書の内容が遵守されていなかった場合は、乙に対し改善の指示をするものとする。
第１１条（個人情報の返還・消去・廃棄）
乙は、甲から委託を受けた個人情報について当該業務が終了した場合又は、甲が指示した場合は､直ちに甲に委託された個人情報を返還するものとし、この授受においても書面を取り交わすものとする。また、個人情報を出力した媒体または複製物がある場合は、これらを廃棄または消去し、その旨を書面により甲に報告するものとする。
第１２条（再委託について）
乙は、当該業務の全部または一部を他に再委託してはならない。但し、乙は､事前に再委託を行うに当たっての内容を文書により報告し、甲の承諾を得た場合はこの限りではない。
２．前項の但し書きの場合といえども、乙は本覚書に定める責任を負うものとし､かつ乙は、再委託先との間で本覚書に準ずる覚書を締結しなければならない。
第１３条（事故時の責任、報告）
甲から乙へ引渡された後の個人情報について、不正アクセス・紛失・破壊・改竄・機密漏洩などの事故が発生した場合は、乙の責とし、甲及び乙は協議の上、対応策を講じるものとする。
また、本人等の第三者から苦情、問い合わせを受けた場合、その他これに関連した事件、事故が発生した場合又は発生する恐れがある場合、乙は直ちにその旨、甲に報告するものとする。
第１４条（損害賠償等）
乙または乙の従業員が、甲から委託を受けた個人情報の全部または一部を不当に開示、漏洩、提供等した場合または当該業務の目的外に利用、提供等した場合は、甲は乙に対して差止め、損害賠償及び甲が必要と認める措置を請求できるものとする。
または、故意または過失により本覚書に定めた条項に違反し甲に損害を与えた時は、乙は甲に対しその損害を賠償するものとする。
第１５条（有効期間）
本覚書の有効期間は、本覚書の締結日から起算して満1年間とする。期間満了の１カ月前までに甲乙双方から何ら申し出がないときは、本覚書は同一条件で更に1年間継続するものとし、以後も同様とする。
第１６条（協議解決）
本覚書に定めのない事項及び本覚書の条項に疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、解決するものとする。
本覚書の成立を証するため、本覚書２通を作成し､甲乙各１通を保有する。
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